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２．新住宅市街地開発事業 
人口集中の著しい大都市及びその周辺においては、異常な地価高騰により、いわゆる

宅地難の現象を引き起こして住宅建設が阻害され、周辺におけるスプロール化が進行し

ていく状況があります。これに対処するため、１９６３年（昭３８）７月に、新住宅市

街地開発法が制定施行されました。 

これを契機として、南多摩丘陵一帯のスプロール化を防止し、併せて宅地難の緩和を

図るため定めた、南多摩地区約６,０００ha の区域に新都市を建設する基本方針に基づ

いて、南多摩郡多摩町（現在多摩市）を中心とする２市２町の一部約２,９６２ha

の区域を対象に、１９６５年（昭４０）１２月２８日、都市計画決定しました。 

翌年には事業認可（承認）され事業がスタートし、現在、施行者（東京都、住宅都

市整備公団（現 独立行政法人都市再生機構）、東京都住宅供給公社）は事業を完了して

います。 
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市街地開発事業に関する計画  

 

新たなまちをつくったり、古いまちをつくり直す「市街地開発事業」は、一定の区域に

ついて、まち全体の中での役割などを考えて、総合的な計画に基づき、公共施設、宅地、

建築物等の整備を一体的に行い、面的な市街地の開発を図ることを目的としています。 

町田市では、土地区画整理事業・新住宅市街地開発事業・市街地再開発事業の３つの

事業を指定しています。 

 

１．土地区画整理事業 
土地区画整理事業とは、地権者が土地を出し合い、道路・公園等の公共施設を整備改

善するとともに、宅地の区画・形状を整え利用増進を図り、良好な宅地を供給する総合

的な住環境整備事業です。 

 

 

Ａさんの整理前の宅地 

  Ａさんの整理後の宅地 （換地）    公共用地 ・ 保留地 
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地区計画等  

 

１．地区計画 
地区計画は、都市単位の広い地域を対象とする都市計画法と、個々の建物を対象とする

建築基準法による規制の間を埋め、地区の特性に合ったきめ細かなまちづくりを行うため、

１９８０年（昭５５）に都市計画法及び建築基準法の一部改正により創設された制度です。 

地区計画は、それぞれの地区の特性に応じて、良好な都市環境の形成を図るために必要

な事項を定める「地区レベルでの都市計画」です。 

地区計画は、地区の目標将来像を示す地区計画の目標と方針、生活道路の配置や建築物

の建て方のルールなどを具体的に定める地区整備計画など、住民等の意見を反映して、街

並みなどその地区独自のまちづくりのルールを、きめ細かく定めていきます。 

町田市においては、既に良好な居住環境が保たれている区域では、その居住環境の維持・

保全を目的とし、土地区画整理事業等の市街地開発事業が行われた区域では、その整備効果

の維持・保全と良好な街並みの形成を目的として、地区計画を定めており、２０１９年（平

３１）３月現在、４２地区を決定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

地区計画に定める事項 

地区計画の目標 

地区整備計画              地区の特性に応じ、以下の事項を、まちづくりの 

具体的なルールとして定めることができます。 

 

①地区施設の配置・規模 

②建築物等に関する事項 

 ・用途の制限            ・容積率の最高限度又は最低限度 

・建ぺい率の最高限度        ・敷地面積又は建築面積の最低限度 

・壁面の位置の制限         ・壁面後退区域の工作物の設置の制限 

・高さの最高限度又は最低限度    ・形態又は色彩その他の意匠の制限 

・緑化率の最低限度         ・垣又はさくの構造の制限 

③樹林地、草地等の保全に関する事項 

④土地の利用に関する事項 

名称・位置・区域面積 

区域の整備・開発及び保全の方針 
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３．市街地再開発事業 
市街地再開発事業は、生活環境が悪化した市街地等において、防災性の強化、良好な

市街地住宅の供給、道路、公園、緑地等の公共施設の整備等や空地の確保を計画的、一

体的に行うことにより、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る事業

です。高度利用地区において、市街地再開発事業区域を指定することができます。 

町田市の市街地再開発事業は、最初に、１９７２年（昭４７）３月、横浜線と小田急線

が交差する原町田地区の２.１haの区域で計画されました。両線の駅は７００ｍも離れて

おり、木造の建物が密集して不合理な土地利用となっていました。両駅の接近統合（横浜

線の駅移転）を含めた４棟のビルの建築、都市計画道路、区画街路ペデストリアンデッキ

（高架になっている歩行者専用道路）等の事業は１９８０年（昭５５）１０月に完了しま

した。 

１９８６年（昭６１）３月には、旧原町田駅の移転に伴い都市活動が停滞傾向にある

原町田三丁目地区で、街路事業の施行にあわせ、文化・商業機能を整備し、土地の合理

的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、活力ある中心商業地として再生するた

め計画の決定を行いました。ビル１棟の建築（店舗、図書館、ホテル）、都市計画道路、

ペデストリアンデッキ等の事業は１９９０年（平２）５月に完了しました。 

１９８８年（昭６３）８月、原町田四丁目地区を計画決定し、都市型住宅（約２８０

戸）と文化、商業施設の複合ビルが１９９９年（平１１）に完成しました。 

１９９４年（平６）６月、原町田六丁目地区を計画決定し、まちだ中央公民館ほか商

業施設がある「町田センタービル」や都市計画道路３・４・１１号線の中央通りから町

田街道に至る間も整備されました。 
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